
雇用政策・女性向け施策

06



1

1.6. 女性向け施策

1.6.1.  見習い制度および 
非伝統的職種に就く女性支援 

（Women in Apprenticeship and Nontradi-
tional Occupations）プログラム

見習い制度は労働者に中産階級へのキャリアパスを提

供し、企業に高技能労働力の採用・開発の機会を提供

するもので、米国では建設業など技能を必要とする業

種で長い歴史をもつ。また、エネルギー、医療、ITといっ

た新興産業でも見習い制度の重要性は高まっている。

米国では女性の労働力は労働力全体の約50%を占め

ているにもかかわらず、高度成長・高賃金職種の見習い

制度に就く女性の割合は低く、全体の10%にも満たな

い34。

このプログラムは、1992年制定の見習い制度およ

び非伝統的職種に就く女性に関する法律（Women in 

Apprenticeship and Nontraditional Occupations 

Act）にもとづき、1994年から始まった制度で、最先

端製造業、運輸、建設といった女性が少ない業種で見

習い制度に参加する女性の増加に取り組み、採用や雇

用継続を支援するプロジェクトを助成する。受託団体が

企業や労働組合に対して行っている技術支援の内容は

以下のとおりである。

①見習い制度準備または非伝統的分野の技能訓練プロ

グラムを実施

②企業、労働組合、労働者に対して、女性がキャリア

で成功する環境を整えるオリエンテーションを実施

③女性の雇用継続を促進するグループやネットワークを

支援

2017会計年度は4団体に約149万ドルの助成を行って

いる（図表9）。

トランプ政権は2017年以降、見習い制度および非伝

統的職種に就く女性支援プログラムを含む、連邦労働省

（DOL）女性局の予算を75%以上削減している。2019

会計年度概算要求では同プログラムの割り当てはない。

一部の女性支援団体は、このような予算削減は女性の

市民権を損ないかねないと批判している35。

34	 Employment	and	Training	Administration,	Department	of	La-
bor,	“News	Release:	U.S.	Department	of	Labor	Awards	Nearly	
$1.5	Million	for	Women	in	Apprenticeships	and	Nontradition-
al	Occupations,”	September	21,	2017,	https://www.dol.gov/
newsroom/releases/wb/wb20170921（last	 visited	 June	22,	
2018）

35	 National	Women’s	Law	Center,	 “Letter	Opposing	President	
Trump’s	Department	of	Labor	Budget,”		June	6,	2017,	https://
nwlc.org/resources/letter-opposing-president-trumps-depart-
ment-of-labor-budget/（last	visited	June	22,	2018）

図表 9　2017 年度の助成受託団体� （単位：ドル）

団体名 州 助成額（ドル）
Aroostook County Action 
Program, Inc. メイン 304,291

West Virginia Women 
Work, Inc. ウェストバージニア 311,404

Full Employment Council, 
Inc. ミズーリ 500,000

Career Training Institute モンタナ 376,400

合計額 1,492,095

出所：Employment and Training Administration, Depart-
ment of Labor, “News Release: U.S. Department 
of Labor Awards Nearly $1.5 Million for Women in 
Apprenticeships and Nontraditional Occupations,” 
September 21, 2017, https://www.dol.gov/news-
room/releases/wb/wb20170921（last visited June 
22, 2018）
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